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第３章 災害応急対策 

第１節 本部運用計画 
（総務班） 

１ 体制及び参集基準 

災害が発生した場合や発生するおそれがある場合の体制及び参集基準は、次に示すとおりで

す。ただし、町長（町本部長）は、災害の種類、状況等に応じて、特定の部課（班）に対する体

制の指示や、種類の異なる体制を指示することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

□災害警戒本部・災害対策本部運用（風水害等） 災害対応マニュアル編 M3-01-01 

□災害警戒本部・災害対策本部運用（地震）  災害対応マニュアル編 M3-01-02 

□災害警戒本部・災害対策本部運用（原子力災害） 災害対応マニュアル編 M3-01-03 

□災害警戒本部・災害対策本部運用（突発事故等） 災害対応マニュアル編 M3-01-04 

災害警戒本部・災害対策本部  本部長及び各級責任者の代行順位  参集基準一覧表

本部区分 災害警戒本部 災害警戒本部 災害対策本部
代行順位等

体制 準備体制 第１警戒体制 第２警戒体制 非常体制

責任者 危機管理監
本
部
長

町長

①副町長
②危機管理監
③教育長
④建設部長

副責任者 建設部長

副
本
部
長

副町長
※本部長の代行順
位を引き継ぐ

配備体制

時
間
内

総務課、農林課、
まちづくり推進課、
建設課、福祉課、
子育て支援課、
保健センター　各1名

時
間
内

総務課、総合政策課、
福祉課、子育て支援課、
保健センター、
環境生活課、農林課、
まちづくり推進課、
建設課、学校教育課、
生涯学習課　各2名程度

時
間
内

総務課　全員、
総合政策課、税務課、
住民課、福祉課、
子育て支援課、
保健センター、
環境生活課、農林課、
まちづくり推進課、
建設課、学校教育課、
生涯学習課　各1/2 全職員

時
間
外

宿日直　1名
時
間
外

宿日直　1名、
総務課、建設課
　　　　　　各2名程度
民生部　1名

時
間
外

宿日直1名、
総務課、総合政策課、
住民課、福祉課、
子育て支援課、
保健センター、
環境生活課、農林課、
建設課、学校教育課、
生涯学習課　各2名以上

消防団 本部分団
本部分団
該当分団

全消防団員
（本部分団除く）

参
集
基
準

風
水
害
・
雪
害

・大雨注意報が発表された場合
・洪水注意報が発表された場合
・大雨警報（土砂災害）の警戒
　レベル2が発表された場合
・台風接近情報その他準備体制
  をとるべき情報が発表された
  場合
・大雪注意報が発表された場合

・大雨、洪水、暴風警報のいず
　れかが発表された場合
・大雨警報（土砂災害）の警戒
　レベル3が発表された場合
・大雪、暴風雪警報のいずれか
　が発表された場合
・町長が必要と認めた場合

・大雨、洪水、暴風警報の全て
  が発表された場合
・台風接近情報その他警戒体制を
　とるべき情報が発表された場合
・大雪、暴風雪警報の両方が発表
　された場合
・局地的な被害の発生が予測さ
　れる場合
・町長が被害発生の危険性を勘
　案し、必要と認めた場合

・大雨警報（土砂災害）の警戒
　レベル4が発表された場合
・記録的短時間大雨情報が発表
　された場合
・災害が発生し又は発生の危
　険性が切迫し、町内の広範
　囲にわたって大規模な被害
　が予想された場合
・町長が必要と認めた場合
・特別警報が発表された場合

地
震

・南海トラフ地震臨時情報※
　（調査中）（調査終了）

※本編4-4「3 町の体制」を参照

・震度４ ・震度５弱
・南海トラフ地震臨時情報※
　（巨大地震注意）

※本編4-4「3 町の体制」を参照

・緊急地震情報が発表された場合
・震度５強
・南海トラフ地震臨時情報※
　（巨大地震警戒）
※本編4-4「3 町の体制」を参照

原
子
力

・県から警戒事態に該当する
　事象（自然災害を含む）の
　発生連絡があった場合
・町内で核燃料物質等の事業
　所外運搬中の事故発生の連
　絡があった場合
・町長が必要と認めた場合

・県から、施設敷地緊急事態に
　該当する事象の発生連絡があ
　った場合
・町内における核燃料物質等の
　事業所外運搬中における特定
　事象（原災法第１０条第１項
　に規定する事象）の発生連絡
　があった場合
・町長が必要と認めた場合

・県の地域の一部が原災法第１５条
第２項に規定される原子力緊急事態
宣言に係る緊急事態応急対策実施区
域となった場合
・上記の場合以外に、対象とする原
子力事業所において全面緊急事態に
該当する事象が発生した旨の連絡が
あった場合
・町長が必要と認めた場合

注1 消防本部の参集人員は、消防本部の規定による。
注2 大野町消防団員は、原則として職務を優先するが、状況に応じて対応する。
注3 第1、2警戒体制の配備体制は、危機管理監（責任者）の判断で増減できる。
注4 本部体制と配備体制について、町長が状況・被害確認して、必要に応じて弾力的な運用をすることができる。

突
発
事
故
等

・町長が必要と認めた場合 ・町内で航空機事故、大規模建物火
災、大規模林野火災、集団救急事案
が発生した場合
・Jアラートが作動した場合
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２ 本部開設の場所 

町本部は、原則として大野町役場内に設置しますが、必要に応じ、被災現地等に設ける場合

があります。被災現地等に本部を開設する場合は、学校、公民館等の公共施設を利用し、でき

る限り県災害対策本部、現地災害対策本部等と同じ施設内に設けます。 

 

３ 本部員会議 

大規模災害が発生した場合や発生するおそれがあり、町本部長が必要と判断した場合、本部

員会議を開催し、災害対策本部の体制、職員動員、現地指揮、災害救助法関連事項、災害の防

除（拡大防止）対策、交通・通信等、総合的な実施が必要な対策の調整・推進等について、協議

を行います。 

◆町本部員の身分証明       資料編 S3-01-01 

 

４ 本部開設等の通知 

町本部の開設、廃止、配置（変更）等を決定したときは、総務班から、町本部各部班、防災会

議委員所属機関、県支部（総務班）、奉仕団等の機関に通知します。 

◆体制等の伝達系統       資料編 S3-01-02 

◆本部設置の報告先       資料編 S3-01-03 

 
５ 関係機関との連携 

町本部は、災害の状況等に応じて、国・県はもとより、関係行政機関、関係地方公共団体、

関係公共機関等と緊密に連携し、情報の収集・伝達・共有化を図ります。また、町は、県に応

急対策の活動状況、対策本部設置状況等を連絡します。また、必要に応じて、関係機関から連

絡要員を受け入れます。 

また、災害情報を一元的に把握し、県や関係機関等と共有することができる体制のもと、適切

な対応がとれるよう努めます。 

◆災害時連絡先一覧       資料編 S3-01-04 

 

 

第２節 動員計画 
（関係各班） 

１ 動員の方法 

町本部の各部長は、分担する災害対策等のために動員が必要な場合、各部において、それぞ

れ部員を動員します。動員の系統、部員の動員順序、連絡方法については、各部において、あ

らかじめ具体的に計画しておきます。なお、町本部における動員可能者数は、各班在籍者とし

ます。 

□要員の動員・確保     災害対応マニュアル編 M3-02-01 

 



本編（災害応急対策） 

大野町地域防災計画 

3-3 

２ 職員の心得と退庁時における動員の伝達 

町本部職員は、気象状況や消防・水防信号等に常に注意するとともに、災害の発生を承知し

た場合や発生が予想されるときは待機するとともに、必要に応じ速かに登庁します。 

夜間・休日等に災害の発生の通報を受けた場合、宿日直者は、速やかに危機管理監（または町

長、副町長、総務部長、総務課長）に連絡して判断を仰いだ後、災害の規模や状況等を踏まえて、

必要な職員を動員します。 

◆職員動員の伝達系統       資料編 S3-02-01 

 

３ 消防部の動員 

消防部の動員には、電話または町防災行政無線（屋外スピーカ）を使用します。 

 

４ 人員の確保体制の整備 

災害応急対策を実施していくために必要な要員を確保するため、奉仕団の受入れ、作業員の    

雇用等についての確保体制を整備します。 

◆強制従事命令による要員確保      資料編 S3-02-02 

 

５ 応援の要請 

各班の災害応急対策にあたって職員が不足するときは、各部内において、余裕のある班から

応援します。部内での応援でも不足するときは、連絡員を通して、総務部に職員の応援を要請

します。町本部内における応援でなお不足する場合、総務部は、県支部総務班（教職員の場合は

教育班）に動員等の要請を行います。 

 

 

第３節 奉仕団の編成及び活動計画 
（総務班、福祉班、社会福祉協議会） 

１ 奉仕団の編成 

奉仕団は、各団体別に編成してそれぞれの名称を付し、平常時の組織等を考慮して、災害奉

仕活動の実態に即した編成とします。 

災害救助法が適用されるような災害が発生し、地域における各奉仕団の総合協力を必要とす

る場合は、町本部長の要請により、各奉仕団の編成にかかわらず、大野町災害対策本部地域奉

仕団（以下「地域奉仕団」という。）を編成します。 

 

２ 町本部に所属する奉仕団 

町本部に所属する奉仕団としては、赤十字奉仕団（団長は委員長）があります。 

◆奉仕団        資料編 S3-03-01 
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３ 奉仕作業 

奉仕団は、主として、炊き出し等の災害救助、清掃・防疫、災害対策用物資の輸送・配分、

地域ごとの災害活動への協力、軽易な事務補助等の作業を行います。 

 

４ 奉仕団の動員 

奉仕団の動員要請は、民生部において、各部の協力を得て行います。奉仕団の奉仕を受けた

班は、奉仕団の名称、人員・氏名、作業内容、期間等を記録保管するとともに、事前にその概

要を本部連絡員室に報告します。 

 

 

第４節 ボランティア活動 
（総務班、福祉班、社会福祉協議会） 

１ 町の活動 

町は、活動拠点となる施設の確保と感染症対策の徹底、必要な情報機器・設備等の支援を行い、

社会福祉協議会、ＮＰＯ・ボランティア等との連携を図るとともに、災害中間支援組織（ＮＰＯ・

ボランティア等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構

築を図り、災害の状況やボランティアの活動状況等に関する最新の情報を共有する場を設置する

などし、被災者のニーズや支援活動の全体像を関係者と積極的に共有、把握します。また、災害

の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、町主導により片付けごみなどの収集運搬を行うよ

うに努めます。これらの取組により、連携のとれた支援活動を展開するよう努めるとともに、ボ

ランティアを行っている者の活動環境について配慮します。 

また、必要に応じて県（危機管理部、環境生活部、健康福祉部）及び県社会福祉協議会と連携

して、被災地におけるボランティアニーズを把握するとともに、必要とするボランティア活動の

内容・人数等について、報道機関等の協力を得て全国へ情報提供し、参加を呼びかけます。 

□ボランティア活動の受け入れ・活動支援  災害対応マニュアル編 M3-04-01 

 

２ 大野町社会福祉協議会の活動 

大野町社会福祉協議会は、必要と認められる場合、災害ボランティアセンターを設置し、被

災地におけるボランティア活動への支援を行います。 

また、必要に応じて県及び県社会福祉協議会と連携するとともに、被害が甚大で全国的な災害

救援活動の必要がある場合は、全国社会福祉協議会に対して支援を要請します。 

 

３ 専門分野のボランティア関係機関の活動 

救出、消火、医療、看護、介護等の専門知識・技術を要するボランティアについては、当該

ボランティア活動に関係する団体等が、関係機関と連携を密にし、受入、派遣に係る調整等を

行います。 
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第５節 災害派遣要請計画 
（総務班） 

１ 国に対する応援要請 

町本部長は、災害応急対策または災害復旧のために必要であると判断した場合は、指定地方

行政機関の長に対して当該機関の職員の派遣を要請し、県知事に対して指定行政機関または指

定地方行政機関の職員の派遣の斡旋を要請します。 

 

２ 県に対する応援要請 

町は、必要に応じ、県（総務部、危機管理部、商工労働部、県土整備部）に対して緊急消防援

助隊の出動要請を依頼します。 

 

３ 他市町村に対する応援要請 

町本部長は、応急措置の実施のために必要であると判断した場合は、災害対策基本法第６７

条や「岐阜県及び市町村災害時相互応援協定」、岐阜県広域消防相互応援協定、消防相互応援協

定等に基づいて、他市町村に応援要請を行います。 

 

４ 応援職員の派遣及び受入に際しての感染症対策 

県（総務部、危機管理部、商工労働部、県土整備部）及び町は、応援職員を他団体へ派遣する

場合又は他団体から受け入れる場合には、応援職員に対し、派遣期間中の感染症対策及び派遣期

間前後における体調確認の実施を徹底させるとともに、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議

の活用など、応援職員等の執務スペースの適切な空間の確保に配慮します。 

 

第６節 自衛隊派遣要請計画 
（総務班） 

１ 町本部長の要請による自衛隊派遣 

災害が発生し、人命又は財産の保護のために必要であると判断される場合、町本部長は、県

知事に対し、自衛隊法第８３条第１項の規定によって、自衛隊の派遣要請を求めることができ

ます。要請を行った場合、町本部長は、必要に応じ、自衛隊に対して、その旨及び町内の災害

の状況を通知します。 

自衛隊法に基づく県知事への派遣要請を求めることができない場合は、その旨及び災害の状

況を防衛大臣又はその指定する者に通知して部隊の派遣を促すとともに、その旨を県知事に通

知します。 

なお、自衛隊は、災害の発生状況から判断して、特に緊急を要する場合、要請を待たず部隊

等を派遣することができます。 

◆自衛隊派遣要請方法       資料編 S3-06-01 

◆自衛隊派遣要請窓口       資料編 S3-06-02 
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２ 自衛隊の活動 

派遣された自衛隊の部隊（以下「派遣部隊」という。）は、被害状況の把握、避難援助、遭難

者等の捜索救助、水防活動、消防活動、道路・水路の啓開、応急医療・救護・防疫、通信支援、

人員・物資の緊急輸送、給食・給水、入浴支援、救援物資の無償貸付・譲与、危険物の保安・

除去等の活動を行います。 

 

３ 町本部の体制 

町本部における派遣部隊の総括担当は総務部、直接的な活動及び関連事項については依頼し

た部（以下「事業主管部」という。）とします。派遣部隊が派遣されたときは、総務部は、派遣

部隊に関わる実務を事業主管部に引き継ぎ、派遣期間が終了したときは、その実務を事業主管

部から総務部に引き継ぎます。派遣部隊と事業主管部等との連絡のため、総務部または関係機

関の職員の中から連絡員を指定します。 

 

４ 町本部の計画準備 

町本部長は、他の防災関係機関と協力し、自衛隊の作業が効率的に実施できるよう万全の受

け入れ体制を整備します。特に、緊密な連絡体制の構築、作業計画及び資機材の準備、宿泊施

設等の準備については十分に留意します。また、住民等は、派遣部隊の作業を傍観するのでは

なく、積極的に作業に協力します。 

 

５ 県警の協力 

総務部は、自衛隊の円滑な派遣を実現する上で必要であると判断される場合、県本部（消防防

災班）を通じて県本部警察部（警備第二班担当）と協議し、白バイ、パトロールカー等による派

遣部隊の先導を依頼します。 

 

６ 要請事項の変更、撤収 

町本部は、派遣にあたって要請した事項を変更する必要が生じた場合は、直ちに県本部消防

防災班に連絡します。 

自衛隊が災害派遣の目的を達したときは、町本部長は、県本部に対し、自衛隊の撤収要請を

文書にて速やかに依頼します。また、派遣部隊が派遣期間の活動を終了したときは、町本部長

が派遣部隊の指揮官と協議して帰隊措置を講じます。 
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第７節 災害通信計画 
（総務班、総合政策班） 

１ 通信手段 

被害状況等の報告、各種情報の伝達・周知にあたっては、通信の被害状況等を勘案し、有線

通信施設（一般加入電話、重要加入電話、警察電話）、無線通信施設（大野町防災行政無線、岐

阜県防災情報通信システム電話、警察無線電話、西日本電信電話（株）無線電話、防災相互通信

無線、非常無線通信、衛星通信）、電報、急使、文書等の中から、適切かつ実情に即した通信手

段を選択します。 

災害時の救援、復旧や公共の秩序を維持するために必要な重要通信を確保できるよう、あらか

じめ災害時優先電話に指定されている電話は、災害時においても優先的に通話を利用することが

できます。 

◆災害通信計画        資料編 S3-07-01 

◆町無線施設        資料編 S3-07-02 

◆岐阜県防災情報通信システム系統図     資料編 S3-07-03 

 

 

第８節 災害情報計画 
（総務班、総合政策班、関係各班） 

１ 気象警報等の取扱 

気象庁（岐阜地方気象台）が発表した気象予警報は、県本部及び町本部を経由して、各部班な

らびに関係機関に伝達されます。住民等に対しては、町本部から大野町防災行政無線（戸別受信

機を含む。）により、あるいは、報道機関等の協力を得て、伝達します。特に、特別警報が発表

された場合は、直ちに住民等に伝達します。 

岐阜地方気象台と県が、大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発

生してもおかしくない状況となったときに、市町村長の避難情報の発令判断や住民の自主避難

の判断を支援するため、対象となる市町村を特定して警戒を呼びかける土砂災害警戒情報を発

表します。土砂災害警戒情報は、危険な場所から全員が避難することが必要とされる警戒レベル

４に相当し、情報が発表されたときや、警戒レベル５に相当する「災害切迫」の格子が出現する

ときは、住民等に伝達します。 

県から火災警報に関する気象条件の伝達を受けたときは、町地域の火災条件等を考慮し、必

要に応じて火災警報を発表・解除します。火災警報を発表した場合、町本部は、放送等によっ

て住民等等に周知徹底します。土砂災害警戒情報が発表されたときや、警戒レベル５に相当す

る「災害切迫」の格子が出現するときは、住民等に伝達します。 

なお、気象注意報発表時等、災害の発生が予想される気象状況の場合、町本部は、警察、揖

斐土木事務所、水防管理団体等との連絡を密にするとともに、ラジオ、テレビ、岐阜県砂防課

ホームページ「ぎふ土砂災害警戒情報ポータル」等に留意して的確な気象状況の把握に努め、必

要に応じて住民等への周知徹底に努めます。 

◆気象警報等の種類       資料編 S3-08-01 

◆警報発表基準        資料編 S3-08-02 
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◆大雨警報・洪水警報の危険度分布等     資料編 S3-08-02ⅰ 

◆早期注意情報（警報級の可能性）     資料編 S3-08-02ⅱ 

◆防災気象情報と警戒レベルの関係     資料編 S3-08-02ⅲ 

 

 

２ 地震情報等の受理伝達 

地震情報や震度情報、地震活動に関する解説情報等を受理したときは、防災行政無線、広報車

等によって住民等に伝達するとともに、必要に応じて、避難情報の措置を講じます。緊急地震

速報を受信した場合は、地域衛星通信ネットワーク、防災行政無線（戸別受信機を含む。）を始

めとした効果的かつ確実な伝達手段を複合的に活用し、住民等への迅速かつ的確な伝達・周知に

直ちに努めます。 

東海地震に関する警戒宣言及び地震予知情報が発表された場合は、住民等に対して緊急広報

を実施し、地震予知情報等の内容、避難対象地区への避難情報の内容、住民等がとるべき行動、

交通規制の実施状況を周知します。 

□東海地震に関連する情報発表時の対策  災害対応マニュアル編 M3-08-01 

◆警報等の伝達        資料編 S3-08-03 

◆地震情報に関連する情報伝達      資料編 S3-08-04 

◆地震警戒宣言・予知情報の伝達     資料編 S3-08-05 

◆東海地震に関連する住民への情報伝達    資料編 S3-08-06 

◆地震に関連する情報発表時の広報事項    資料編 S3-08-07 

◆東海地震に関する情報発表時の消防対策措置    資料編 S3-08-08 

◆東海地震に関する情報発表時の水防予防措置    資料編 S3-08-09 

 

 

３ 直接即報 

火災・災害等即報要領（昭和５９年１０月１５日付消防災第２６７号）の即報基準に該当する

火災・災害等を覚知した場合、第一報を県に速報します。また、消防庁にも原則覚知後３０分

以内で可能な限り早く報告します。消防庁長官から要請があった場合は、第一報後も引き続き

消防庁に報告を行います。 

さらに、震度６弱以上の地震を観測した場合（総務省から必要に応じて報告を求められた災害

も含む。）は、総務省が別に定める方法等により、県へ報告します。 

◆消防庁報告先        資料編 S3-08-10 

◆直接即報の系統図       資料編 S3-08-11 
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４ 地震災害直後の被害の第１次情報等の収集 

災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測を、発災直後は被害規模の把握を、

それぞれ早期に行うとともに、自主防災組織や自治会、消防団員、警察活動協力員等の協力を

得ながら、概括的被害情報、ライフライン被害の範囲、医療機関へ来ている負傷者の状況等、

被害の規模を推定するための関連情報の収集にあたります。 

町本部は、人的被害の状況、建築物の被害状況及び火災、土砂災害の発生状況等の情報を収

集するとともに、被害規模に関する概括的情報を把握できた範囲から直ちに県（各部局、教育委

員会）へ連絡します。通信の途絶等により県（各部局、教育委員会）に連絡できないときは、直

接消防庁に連絡します。１１９番通報が殺到する状況についても、県（各部局、教育委員会）に

報告するとともに直接消防庁にも報告します。 

 

５ 被害状況の調査報告 

被害状況等に関する情報の調査収集については、住家等一般被害、社会福祉施設、医療衛生

施設、水道施設、商工業・観光施設、農業、林業、土木関係、教育関係等に区分し、担当する

各部班が協力機関の協力を得て実施します。収集した情報は取りまとめ、町本部、県支部を経

由して県本部に報告します。また必要に応じて、収集した被災現場の画像情報を官邸及び政府本

部を含む防災関係への共有を図ります。町は、災害時の迅速な把握のため、安否不明者、行方不

明者、死者についても、関係機関の協力を得て、積極的に情報収集を行います。 

被害状況等の調査報告にあたっては、人的被害（行方不明者の数を含む。）と直接つながる被

害を他の被害に優先して行うとともに、建築物の被害、火災、土砂災害の発生状況等の情報を収

集・報告します。特に、行方不明者の数については、捜索・救助体制の検討等に必要な情報であ

るため、住民登録の有無にかかわらず、町区域内で行方不明となった者について、県警察等関

係機関の協力に基づき正確な情報の収集に努めます。また、行方不明者として把握した者が、

他の市町村に住民登録を行っていることが判明した場合には、当該登録地の市町村（外国人のう

ち、旅行者など登録の対象外の者は直接又は必要に応じ外務省を通じて在京大使館等）又は都道

府県に連絡します。 

□情報収集・連絡体制     災害対応マニュアル編 M3-08-02 

◆被害状況の調査責任者      資料編 S3-08-12 

◆救助の報告を要する事項・内訳     資料編 S3-08-13 

◆被害状況等の報告系統      資料編 S3-08-14 

◆住家等の一般被害状況調査方法     資料編 S3-08-15 

◆被害程度の判定の基準      資料編 S3-08-16 

◆商工業・観光施設の被害状況調査方法    資料編 S3-08-17 

◆農業の被害状況調査方法      資料編 S3-08-18 

◆林業の被害状況調査方法      資料編 S3-08-19 

◆教育関係施設の被害程度判定及び用途別区分の基準等  資料編 S3-08-20 
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６ 広報活動 

災害に関する各種情報の総括的な取りまとめ、及び、報道機関、県機関、町地域内の各機関、

住民等に対する広報活動は、総務班・総合政策班が担当します。総務班は、各部班が取りまとめ

た被害状況等の情報をもとに、広報担当者を現地に派遣し、災害現場写真撮影、町地域内で撮

影された写真の収集等、災害現場の資料を収集します。また、必要に応じ、関係行政機関、関

係地方公共団体、関係公共機関等に対しても、資料・情報提供等の協力を求めます。 

広報にあたっては、災害状況や被害情報だけでなく、避難に関する情報（避難所、避難情報）、

応急対策活動の状況、生活支援に関する情報等、被災者のニーズに応じたきめ細やかな情報を

提供します。情報の混乱を避けるため、関係機関と十分に連携を保つとともに、被災者のおか

れている生活環境、居住環境が多様であることをかんがみ、「広報おおの」、広報車、各区設置

の掲示板等への掲示、防災行政無線（戸別受信機を含む）、アマチュア無線、Ｌアラート（災害

情報共有システム）、インターネット、SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）等の

あらゆる伝達手段を複合的に活用し、住民等に周知徹底します。特に、停電や通信障害発生時は

情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報についてはチラシの張り

出し、配布等の紙媒体や広報車でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるものとしま

す。併せて、要配慮者・避難行動要支援者や広域避難者、在日外国人、訪日外国人にも配慮して

広報を行います。 

特に外国人に対しては、多言語化による災害情報の発信に配慮します。 

県は、要救助者の迅速な把握による救助・捜索活動の効率化・円滑化のために必要と認めると

きは、県が定める手順に従い、町と連携の上、安否不明者、行方不明者、死者の氏名等を公表し

ます。町は、町域内で安否不明者・行方不明となった者について、正確な情報の収集に努め、県

に協力します。 

□災害広報      災害対応マニュアル編 M3-08-03 

 

７ 情報の共有化 

町は、衛星通信、インターネットメール、防災行政無線等の通信手段の整備により、多様な災

害関連情報等の収集体制を整備し、情報の共有を図るとともに、災害事態についての認識を一致

させ、迅速な意思決定を行うため、関係機関相互での連絡手段・体制を確保して緊密な連絡を

図ります。また、必要に応じて、連絡調整のために職員の相互派遣・受入を行う一方、相互に

情報提供や意見表明を行います。 

 

８ 情報の整理 

町等は、平常時より自然情報、社会情報、防災情報等防災関連情報の収集、蓄積に努め、総合

的な防災情報を網羅したマップの作成等による災害危険性の周知等に生かします。また、必要に

応じ、災害対策を支援する地理情報システムの構築を推進します。 
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第９節 災害防除計画 

第１項 大野町水防計画 
（総務班、消防部） 

１ 水防組織の編成 

水防警報が発令された場合、消防団は、同警報が解除となるまで水防団を編成し、待機しま

す。水防団の統轄並びに円滑な水防活動を図るため、水防本部は、大野町役場内に設置します。

水防本部は、常に関係各機関と密接なる連絡をとり、水防態勢の万全を期します。なお、水防

団の担当区域は、大野町全域とします。 

また、町は、東海地震に関する警戒宣言が発せられた場合、災害発生後の水災等に備え、水

防対策活動を実施します。 

 

２ 非常配置 

町本部長は、次表の段階に至った場合には、直ちに常時勤務から水防態勢へと切り替え、団

員等を非常配置につかせます。 

段階 配置基準 活動内容 

第
１
段
階
（
準
備
） 

①揖斐川、根尾川の水位が氾濫注意水位

に達したとき。 
②揖斐川、根尾川の水位が水防団待機水

位に達し（三水川、花田川の水位が

上昇し）、なお上昇のおそれがあり、

かつ出動の必要が予測されるとき。 
③気象予報、洪水予報、水防警報等に

より洪水の危険が予想されるとき。 

◎町本部長は、本部連絡員を招集し、また水防団長

へ出動準備を指示します。 
◎水防団長は出動準備の指令を受けた場合、直ちに

各水防班長を通じ、水防団員を自宅待機させま

す。 

第
２
段
階
（
出
動
） 

①揖斐川、根尾川の水位が出動水位に達

したとき。 

②揖斐川、根尾川の水位が氾濫注意水位

に達し（三水川、花田川の水位がさ

らに上昇し）、なお上昇のおそれが

あり、かつ出動を要すると認めたと

き。 

◎本部は、町防災行政無線等により、水防団員の出

動を要請します。 

◎水防団長は各水防班長を通じ、直ちに水防団員を

出動させ、本部長の指示に従って水防団を指揮し

ます。 

◎各水防班は水防区域の監視及び警戒の厳にし、既

往の被害箇所、水衝部その他特に特に重要な箇所

を中心として、堤防の表、裏、天端の班に分かれ

て巡回します。異常を発生した場合は直ちに本部

長に報告し、水防作業を開始します。 

第
３
段
階
（
解
除
） 

①揖斐川、根尾川が氾濫注意水位以下と

なり（三水川、花田川の水位が低下

し）、水防作業の必要がなくなった

とき。 

◎水防活動の終了を通知するとともに、常時勤務に

切り替えます。 

◎団長は、班長に人員、諸資材の点検、整備を行な

わせた後、水防態勢を解除します。 
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３ 水防工法及び資材 

水防団は、水防工法については、県水防隊揖斐支部隊長（揖斐土木事務所長）の指揮を受ける

か、支部の指示によって行います。水防資材は、町内各水防庫に保管中のもののほか、必要に

応じて、揖斐川水防事務組合が保有するものを借り上げたり、転用したりします。また、町本

部長は、状況に応じて、直ちに人員、資材の輸送に応じられるよう準備します。 

 

４ 警戒区域の設定及び避難 

水防活動上必要がある場合、町本部長又は団長は、警戒区域を設定し、立ち入りを禁止・制

限、その区域内の住民等に対して水防活動に従事するよう伝達します。 

洪水等により著しく危険が切迫していると判断される場合、町本部長は、立ち退きを指示し

ます。なお、避難判断の基準となる水位は、河川管理者から提供される洪水予報等の通知より

取得します。 

□水防計画      災害対応マニュアル編 M3-09-01 

◆水害に関する警戒すべき区間・箇所     資料編 S3-09-01 

◆避難情報の対象となる避難すべき区域    資料編 S3-09-02 

◆水害に関する避難情報の発令基準     資料編 S3-09-03 

◆水害に関する避難情報の伝達方法     資料編 S3-09-04 

 

５ 浸水想定区域内の要配慮者利用施設への情報伝達 

洪水時において、浸水想定区域内にある要配慮者利用施設に伝達する情報は、洪水予報、水防

警報、避難情報とします。 

 

６ 既存ダムの事前放流時の情報共有 

既存ダムの洪水調節機能強化のため、治水協定に基づき、ダムの事前放流を実施する態勢に入

る場合には、ダムの貯水位、流入量、放流量や、気象情報、下流河川水位等の情報を河川管理者、

ダムの管理者、関係利水者及び関係地方公共団体との間で情報を共有します。 

 

第２項 雪害対策 
（総務班、建設班） 

町は、関係機関と連携し、降雪及び除雪等に関する情報を収集連絡するとともに、それらの情

報を住民に対して周知徹底します。 

道路管理者は、降雪予測等から通行規制範囲を広域的に想定し、できるだけ早く通行規制予告

を発表します。発表の際には、情報が入手しやすいよう、多様な広報媒体を活用し、日時、迂回

経路等を示します。また、降雪予想の変化に応じて、予告内容の見直しを行います。 

道路管理者及び地方整備局、地方運輸局等を中心とする関係機関は、車両の滞留状況や開放の

見通し等に関する道路管理者が有する情報等から、積雪に伴う大規模な立ち往生が発生し、滞留

車両の開放に長時間を要すると見込まれる場合には、相互に連携の上、支援体制を構築し、滞留

車両の乗員に対し救援物資の提供や避難所への一時避難の支援等を行うよう努めます。 
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第３項 大野町消防計画 
（総務班、消防部） 

１ 消防組織の編成 

消防団本部は、大野町役場もしくは災害現地等に設置します。災害発生時の本部要員の差し

出しについては、でき得る限り班長以上の指揮する要員隊を派遣します。 

また、町は、東海地震に関する警戒宣言が発せられた場合、災害発生後の火災等に備え、消

防対策活動を実施します。 

 

２ 出動 

住民等の生命、身体及び財産に被害を及ぼす災害が発生した場合は、消防団を出動して、出

火、延焼の防止、迅速な被災者の救出・救助等の活動を行います。特に、災害発生後の 72 時間

は、救命・救助活動において極めて重要な時間帯であることを踏まえ、人命救助のための活動

に人的・物的資源を優先的に配分します。 

火災以外の災害によって出動し、各計画で定められていないときは、団長の命令により出動

します。 

分団長は、担当地域内において災害が発生した場合、責任をもって報告と臨機の処置にあた

ります。消火活動終了後、分団長は、活動の概要、人員機械器具の異常の有無等、火災詳報資

料を速やかに報告します。 

□消防計画      災害対応マニュアル編 M3-09-02 

 

３ 二次災害の防止 

大規模地震が発生した場合は、倒壊物の飛散による被害の防止やライフライン復旧時におけ

る火災警戒等について、必要な措置をとります。 

 

４ 警備 

警備は、町内若しくは隣接地域に発生した天災地変、重要犯罪、その他警戒を必要とする場

合に発令します。警備は、警察署長の要請により発令することがあるとともに、警察署及びそ

の他の団体の応援を求めることができます。警備中は、電話、伝令等の通信手段によって連絡

を密にし、状況等について情報交換・伝達を行います。警戒線を設定した場合は、通過するも

のの氏名、服装、所持品、人相、行先等を記録するとともに、警察権を必要とする場合は、直

ちに警察官に連絡して適切な処置を行います。 

 

５ 活動における感染症対策 

災害現場で活動する各機関は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、職員の
健康管理やマスク着用等を徹底します。 
 

６ 惨事ストレス対策 

救助・救急又は消火活動を実施する各機関は、職員等の惨事ストレス対策に努めます。消防

機関は、必要に応じて、消防庁等に精神科医等の専門家の派遣を要請します。 
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第４項 林野火災対策 
（総務班、農林班、消防部） 

１ 火災警報発令時の措置 

火災警報が発令された場合、町及び林野の所有者（管理者）は、山林・原野において火入れを

しない、煙火を消費しない、屋外においてたき火をしない等、火の使用を制限します。 

 

 

第５項 急傾斜地崩壊危険区域、土石流発生危険箇所災害防止対策計画 
（総務班、農林班、建設班） 

１ 情報の収集及び伝達 

災害が発生した場合、あるいは、気象条件等から災害発生のおそれがある場合、町本部長（町

長）が任命した連絡係は、急傾斜地崩壊危険区域内及び土石流発生危険箇所の状況について常に

注意を払い、異常を認めたときは直ちに総務班に連絡します。 

 

２ 予警報の発令等 

町本部（総務班）は、連絡係から通報を受けた場合、あるいは、現場の状況等により崩壊等の

危険があると判断される場合には、該当危険区域内及び危険箇所内に居住する者に、直ちに電

話又は伝令を通じて周知徹底するとともに、避難体制を取らせます。 

 

３ 二次災害の防止 

大規模地震が発生した場合、町は、急傾斜地崩壊危険区域や土石流発生危険箇所の巡視やパ

トロールを重点的に実施するとともに、必要に応じて、二次災害防止のための応急措置を講じ

ます。 

 

第６項 危険物等災害対策 
（総務班、消防部） 

１ 二次災害の防止 

町は、地震による危険物施設等における二次災害を防止するため、必要に応じて、施設の点

検や応急措置、関係機関との相互協力等を実施します。 
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第７項 大規模停電対策 
（総務班、関係各班） 

１ 広報 

町は、県や電気事業者とともに、住民や帰宅困難者などからの問い合わせ等に体制を整えるほ

か、住民等に役立つ次の情報を、ホームページやＳＮＳ等により提供します。提供にあたっては、

多言語で実施するなど、外国人に対して十分に配慮します。 

・停電及び停電に伴う災害の状況 

・関係機関の災害応急対策に関する情報 

・停電の復旧の見通し 

・避難の必要性等、地域に与える影響 

・携帯電話等の充電可能な施設等の情報 

・その他必要な事項 

 

２ 応急対策 

町は、大規模かつ長期停電の状況に応じて活動体制を整え、関係機関と連携を取り、応急対策

を実施します。また、復旧計画等の情報共有を図ります。 

 

３ 通信機器等の充電 

町及び防災関係機関は、必要に応じて、スマートフォンや携帯電話、その他充電が必要となる

機器等を有している被災者に対して、庁舎や管理施設などを開放し、電源及び民間事業者等と連

携して充電機器等の提供に努めます。 

 

 

第１０節 被災者救助保護計画、動員計画 
（関係各班） 

１ 災害救助法の適用 

災害が一定規模以上でかつ応急的な救助を必要とする場合は、災害救助法（昭和 22 年法律第

118 号）を適用し、災害にあった者の保護と社会秩序の保全を図ることが必要となります。 

町長は、災害により災害救助法を適用する必要があると認めた場合、県知事に対して、その

旨を要請します。県知事は、市町村長の要請に基づき必要があると認めた場合、災害救助法を

適用します。 

また、災害発生時の迅速かつ円滑な救助の実施体制の構築に向けて、あらかじめ救助に必要な

施設、設備、人員等について、県と意見交換を行うとともに、事務委任制度などの積極的な活用

により役割分担を明確化するなど、調整を行います。 

◆災害救助法適用基準       資料編 S3-10-01 
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２ 被災者台帳及び罹災証明書 

町は、県が実施する住家被害の調査や罹災証明書の交付に係る事務の自治体向け説明会を受け、

災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実施するため、災害

による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を確立し、被災者に罹災証明書を

交付します。住家等の被害の程度を調査する際は、必要に応じて、航空写真、被災者が撮影した

住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な手法により実施します。 

被災者台帳の作成は住民班、罹災証明書の発行は、税務班が担当します。証明書の発行は、町

本部または現地連絡所において行います。なお、台帳は、関係各部と連絡を密にし、的確に作

成します。また、被災者者台帳の作成にデジタル技術を活用するように積極的に検討します。 

□罹災証明書の発行等     災害対応マニュアル編 M3-10-01 

 

３ 避難計画 

災害が発生した場合や発生するおそれがある場合において、住民等の生命・身体の保護や災

害の拡大防止に特に必要があるときは、町長は、必要と認める地域の住民等に対して、避難の

ための立ち退きを指示します。また町は、安全な場所に移動する「立退き避難」が避難行動の基

本であるものの、洪水等に対しては、ハザードマップ等を確認し、自宅等が家屋倒壊等氾濫想定

区域に存していないこと、浸水しない居室があること、一定期間浸水することにより生ずる可能

性がある支障を許容できることなどの条件を満たしていると住民等自身が判断する場合は、「屋

内安全確保」を行うことができることを踏まえ、住民等に周知します。 

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、避難のための立退きを行うこ

とによりかえって人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあり、かつ、事態に照らし緊急を要す

ると認めるときは、町長は、必要と認める地域の必要と認める居住者に対し、高所への移動、近

傍の堅固な建物への避難、屋内の屋外に面する開口部から離れた場所での待機その他緊急に安全

を確保するための措置を指示することができます。（災対法第６０条第３項） 

災害対策本部の置かれる本庁舎等において十分な状況把握が行えない場合は、指示等を行う

判断を被災地近傍の町有施設等で行うなど、適時適切な避難誘導に努めます。緊急を要する場

合等については、現地で活動している消防部員等が、直接、避難情報を行います。 

町本部、県本部、県支部、警察署・交番、各区長は、避難情報を行った場合、あるいは、避

難情報を承知した場合は、相互に通知・連絡します。また、関係の各機関は、避難情報を行っ

た場合、あるいは、避難情報を承知した場合、防災行政無線、広報車、町配信メール、信号等

の方法により、地域住民等に周知徹底します。避難地域が広域に及び徹底が困難な場合、町本

部は、直ちに県本部に要請し、ラジオ、テレビ放送を通じて避難情報を徹底します。避難措置

の実施者は、危険の切迫性に応じて指示等の伝達文の内容を工夫すること、対象者を明確にする

こと、避難情報に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒レベルに対応したとるべき

避難行動がわかるように伝達することなどにより、住民等の積極的な避難行動の喚起に努めま

す。 

自主防災組織は、自らまたは町の指示、誘導により避難活動を実施します。 

 ア 避難情報の地域内居住者等への伝達の徹底 

 イ 避難時の携行品（食料、飲料水、貴重品等）の周知 

 ウ 高齢者、傷病者、身体障がい者等の保護を要する者の介護及び搬送 

 エ 防火、防犯措置の徹底 

 オ 組織的な避難誘導、避難場所または避難所への受入れ 
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 カ 地域内居住者の避難の把握 

◆避難情報の行動基準       資料編 S3-10-02 

◆警戒レベルと避難行動の関係      資料編 S3-10-02ⅰ 

◆避難の指示        資料編 S3-10-03 

◆避難にあたっての留意事項      資料編 S3-10-04 

◆自主防災組織による避難活動      資料編 S3-10-39 

 

４ 避難場所及び避難所の開設・運営 

指定緊急避難場所及び指定避難所は、原則として、小中学校、公民館等、町区域内の公共施

設を利用して、高齢者等避難の発令とあわせて開放します。開放にあたっては、災害の実態、道

路やライフラインの状況等を考慮し、あらかじめ施設の安全性を確認したうえで、適切で安全な

場所を選定します。既存建物を利用できないときは、被災地に近い空地等を利用して野外のテ

ントによって仮設します。状況に応じて、社会福祉施設等を指定避難所として指定する等の要

配慮者等に配慮した福祉避難所（二次避難所）の確保や、宿泊施設を避難所として借り上げる等

の多様な避難所の確保について検討します。また、指定避難所のライフラインの回復に時間を要

すると見込まれる場合等は、あらかじめ指定避難所に指定されていたとしても原則開設しないも

のとします。 

町は、災害の規模に鑑み、必要な避難所を、可能な限り当初から開設するよう努めます。 

町は、指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、国や独立行政法人等が所有する研

修施設、ホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの避難所を開設し、ホームページやアプ

リケーション等の多様な手段を活用して周知するよう努めます。さらに、要配慮者の多様なニー

ズへの配慮や、感染症防止の観点から避難所の収容人数を考慮して、被災地域外の地域にあるも

のを含め、ホテル・旅館等を避難所として借り上げるなど、多様な避難所を確保するよう努めま

す。 

町は、指定避難所の運営が事前に定めた避難所運営マニュアル（在宅避難者への対応を含む）

に従って行われるよう指導します。また、食事供与の状況、浄化槽の排水経路等を踏まえたト

イレ・入浴施設等の設置・使用可能状況、プライバシーの確保状況、段ボールベッド、パーティ

ション等の活用状況、洗濯等の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、感染症予防対策の実施状況、避

難者の健康状態や指定避難所の安全性・衛生状態等の把握には、避難者、住民、自主防災組織の

ほか、避難所運営について専門性を有したＮＰＯ・ボランティア等の外部支援者等の協力を得ら

れるように努め、適宜、必要な対策を講じるとともに、避難が長期化した場合等の精神的スト

レス解消のため、被災者のこころのケアに努めます。さらに、避難所運営への女性の参画を推

進して、女性や子育て家庭のニーズにも配慮した避難所の運営管理に努めます。必要に応じて、

避難所への愛玩動物の受入スペースの設置も検討します。 

町は、指定避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女

性や子供等の安全に配慮するよう努めます。また、県警察、病院、女性支援団体との連携の下、

被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努めます。 

災害の規摸、被災者の避難・受け入れ状況、避難の長期化等の状況によっては、ホテルや旅

館等への移動を促します。そのため、要配慮者の多様なニーズへの配慮や、感染症防止の観点か

ら避難所の収容人数を考慮して、被災地域外の地域にあるものを含め、ホテル・旅館等を避難所

として借り上げるなど、多様な避難所の確保に努めます。 
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町は、特定の指定避難所に避難者が集中し、収容人数を超えることを防ぐため、ホームページ

やアプリケーション等の多様な手段を活用して避難所の混雑状況を周知する等、避難の円滑化に

努めます。 

また、県との協力のもと、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、民間賃貸住宅・空家等の

利用可能な既存住宅のあっせん及び活用等を通じて、避難者の健全な住生活の早期確保と避難

所の早期解消に努めます。 

町は、指定避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため避難者の健康

管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難所レイアウト等の必要な措

置を講じるよう努めます。 

県及び町は、被災地において新型コロナウイルス感染症を含む感染症の発生、拡大がみられ

る場合は、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、感染症対策として必要な措置を講じ

るよう努めます。また、自宅療養者等が指定避難所に避難する可能性を考慮し、保健福祉担当

部局は、防災担当部局に対し、避難所の運営に必要な情報を共有します。 

□避難所の開設      災害対応マニュアル編 M3-10-02 

◆避難所の指定        資料編 S3-10-05 

◆避難所・避難場所一覧      資料編 S3-10-06 

◆野外仮設準備        資料編 S3-10-07 

 

５ 避難の誘導 

町は、避難情報を発令するとともに、住民等が迅速かつ安全に避難できるよう、避難誘導にあ

たっては、避難所、避難路、災害危険箇所等の所在、防災気象情報、災害の概要その他の避難に

関する情報提供に努めます。特に、台風による大雨発生など事前に予測が可能な場合においては、

大雨が予測されてから災害のおそれが無くなるまで、住民等に対して分かりやすく適切に状況を

伝達することに努めます。 

 

６ 炊き出し・食料供給計画 

炊き出しは、学校教育班が実施します。原則として避難所施設において実施します。炊き出

しの配分、輸送については、消防部に余裕があるときは消防部が担当します。 

なお、被災者への食料等の供給にあたっては、孤立状態にある被災者、在宅避難者、応急仮

設住宅等への避難者、所在が把握できる広域避難者、自宅や親戚・知人宅等の指定避難所以外に

避難者に対しても、食料等が供給されるよう努めます。 

また、避難所における食物アレルギーを有する者のニーズの把握やアセスメントの実施、食

物アレルギーに配慮した食料の確保等に努めます。 

□食料の供給      災害対応マニュアル編 M3-10-03 

◆炊き出し可能施設       資料編 S3-10-08 

◆災害救助法に基づく食料供給実施基準    資料編 S3-10-09 

◆食品衛生に関する留意点      資料編 S3-10-10 
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７ 給水計画 

被災地において飲料に適する水を得ることができない者に対しては、建設班が管理している

１８リットルポリ容器１００個を使用して、水源地から現地まで飲料水を輸送し、給水を行い

ます。 

なお、被災者への飲料水等の供給にあたっては、孤立状態にある被災者、在宅避難者、応急

仮設住宅等への避難者、所在が把握できる広域避難者、自宅や親戚・知人宅等の指定避難所以外

に避難者に対しても、給水されるよう努めます。 

□飲料水の供給      災害対応マニュアル編 M3-10-04 

◆給水拠点所在地       資料編 S3-10-11 

◆給水の優先順位       資料編 S3-10-12 

◆災害救助法に基づく給水実施基準     資料編 S3-10-13 

◆応急復旧の目標期間の設定      資料編 S3-10-14 

 

８ 物資の確保計画 

県本部または県支部から物資の確保を指示された場合、福祉班は、農林班の協力を求め、指

示条件に従って、町地域内または隣接町村において速やかに物資を確保（購入）します。生活必

需品等の確保にあたっては、災害からの時間の経過や季節によって被災者のニーズが異なるこ

とに留意します。また、避難所における感染症拡大防止に必要な物資をはじめ、夏季には冷房器

具、冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮します。 

県本部から送付を受けた物資、または、町本部において確保した物資は、大野町役場及び公

民館で配分します。物資の配分を担当する物資係は、町本部福祉班員が担当します。福祉班員

だけでは不足するときは、他班より応援を受けて配分を行います。配分にあたっては、孤立状

態にある被災者、在宅避難者、応急仮設住宅等への避難者、所在が把握できる広域避難者にも

配慮します。 

必要な場合には、町は、主な生産者、卸売業者、大型小売業者等に対して、必要な物資等の

保管・放出の要請を行うとともに、住民や町内の団体等に対して、応急救護や被災者救護のた

めの物資等の供給を要請します。 

また、町及び防災関係機関は、災害発生後の応急対策を迅速かつ的確に実施するため、食料、

生活必需品等の確保を図ります。 

□生活必需品の供給     災害対応マニュアル編 M3-10-05 

◆物資配分場所        資料編 S3-10-15 

◆物資供給対象者       資料編 S3-10-16 

 

９ 住宅対策 

町は、被災建築物の応急危険度判定を要すると判断したときは、必要に応じて県から建築技術

者等の派遣等の支援を受けながら、被災建築物応急危険度判定実施本部を設置し、被災建築物応

急危険度判定士により被災建築物の応急危険度判定を実施します。宅地の被害についても、危険

度判定の実施を決定した場合、対象区域及び宅地を定めるとともに、被災宅地危険度判定士の協

力のもとに危険度判定を実施します。 
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町は、業界団体や関係団体に協力を求め、住家が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程度の

損傷を受けるなど、当面の日常生活が営み得ない状態であり、かつ自らの資力では応急修理を

することができない者に対し、公営住宅や仮設住宅の建設、また、住宅の応急修理や、障害物

除去などの支援をします。支援対象世帯については、町本部が、民生児童委員、区長（被災地区

区長）等の関係者の意見を参考に選定します。また、町は、災害発生後、災害復興住宅建設補修

資金の債務保証をするか否かを速やかに決定します。 

仮設住宅及び公営住宅を建設する場合、敷地は原則として町有地を使用します。また、町は、

県と協力して、賃貸型応急住宅を含む応急仮設住宅の適切な運営管理に努めるとともに、管理運

営への女性の参画を推進し、女性を始めとする生活者の意見を反映できるよう配慮します。ま

た、必要に応じて、応急仮設住宅における家庭動物の受入れに努めるとともに、獣医師会や動物

取扱業者等から必要な支援が受けられるよう連携に努めます。また、入居者の心のケアに努める

とともに、入居者によるコミュニティの形成及び運営を支援し、安心・安全の確保、孤独死や

震災関連死、引きこもり等に防止に努めます。なお、入居者に対するアフターケアには第三者

への入居者情報の提供が必要となりますが、この点についても事前に入居者の同意をとる等、

十分に配慮します。 

低所得世帯、ひとり親世帯、寡婦世帯において、住宅補修等のために資金を必要とする世帯

に対しては、生活福祉資金の災害援護資金、母子父子寡婦福祉資金の住宅資金の融資や、災害

援護資金の貸付など支援を行います。災害救助法が適用されない災害時で、生活保護世帯が被

災した場合は、生活保護法に基づいて、家屋の修理等を行います。 

町は、災害時に、適切な管理のなされていない空家等に対し、緊急に安全を確保するための

必要最小限の措置として、必要に応じて、外壁等の飛散のおそれのある部分や、応急措置の支

障となる空家等の全部又は一部の除却等の措置を行います。 

□応急住宅対策      災害対応マニュアル編 M3-10-06 

□建築物等安全対策     災害対応マニュアル編 M3-10-07 

□災害援護資金貸与     災害対応マニュアル編 M3-10-08 

◆仮設住宅入居者条件       資料編 S3-10-17 

◆仮設住宅設置予定箇所      資料編 S3-10-18 

◆仮設住宅の建設と管理      資料編 S3-10-19 

 

１０ 広域避難 

町は、災害が発生するおそれがある場合又は災害発生により危険が急迫したとき、災害の予

測規模、避難者数等に鑑み、町の区域外への広域的な避難、指定避難所及び指定緊急避難場所

の提供が必要であると判断した場合において、県内の他の市町村への受入れについては当該市

町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し当該他の都道府県と

の協議を求めるほか、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、県知事に報告した上で、自

ら他の都道府県内の市町村に協議します。 

国、県、町、運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレーションを定めた計画に

基づき、関係者間で適切な役割分担を行った上で、広域避難を実施するよう努めます。国、指

定行政機関、公共機関、県、町及び事業者は、避難者のニーズを十分把握するとともに、相互

に連絡をとりあい、放送事業者を含めた関係者間で連携を行うことで、避難者等に役立つ的確

な情報を提供できるように努めます。 
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１１ 広域一時滞在 

町は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の長期化等に鑑み、町の区域外への広域的な避

難及び指定避難所、応急仮設住宅等の提供が必要であると判断した場合において、県内の他の

市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受入れにつ

いては県に対し当該他の都道府県との協議を求めます。 

町は、指定避難所を指定する際に、併せて広域一時滞在の用にも供することについても定める

等、他の市町村からの被災住民を受け入れることができる施設等をあらかじめ決定しておくよう

努めます。 

 

１２ 医療、救護活動 

災害によって町内地域の医療機能が不足した場合や、医療機能が混乱した場合は、町内地域

の医療関係者によって町本部医療チームを編成し、医療及び救護体制を確保します。医療チー

ムの編成にあたっては、必要に応じ、保健所長に応援を求めます。 

町は、医療関係機関と協力し、災害時・避難時の傷病人等の応急救護に備えて、医薬品の確

保や医療及び助産体制の確保を図ります。 

なお、大規模災害の発生に伴って広域かつ甚大な被害が発生した場合は、国、県、他市町村

と連携し活動を行います。また、町は、県との連携のもと、必要に応じて医療関係機関又は政

府本部に対し、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）・災害支援ナース・災害派遣精神医療チーム（Ｄ

ＰＡＴ）・救護班（以下「災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）」等）の派遣を要請します。さらに、

必要な場合は、広域後方医療関係機関（厚生労働省、文部科学省、日本赤十字社、独立行政法人

地域医療機能推進機構）に対し、区域外の医療施設における広域的な後方医療活動を要請します。

その場合、町は、関係機関と調整の上、広域搬送拠点を確保・運営するとともに、町内の医療

機関から広域搬送拠点までの重症者等の輸送を行います。 

□医療・救護活動     災害対応マニュアル編 M3-10-09 

◆医療チームの編成(例)      資料編 S3-10-23 

◆町内医療機関        資料編 S3-10-24 

◆医療・救護の対象       資料編 S3-10-25 

◆費用の基準        資料編 S3-10-26 

 

１３ 保健活動・精神保健 

災害時の生活環境の劣悪さや心身への負担の大きさは、心身双方の健康に変調を来す可能性

が高く、被災者に対して公的な保健医療面での支援が不可欠であり、また精神障がい者の保護

や災害によるショック、長期化する避難生活等による様々なストレスを抱え込む被災者の心の

ケア対策が必要となります。そのため、災害により被害を受けている住民等を対象に、県、関

係機関と協力し、避難所の生活環境の整備や心身両面からの保健指導を実施するとともに、仮

設住宅や一般家庭等住民全体に対しても、被災に伴う心身両面の健康状態の悪化を予防し、被

災者自らが健康を回復、維持及び増進し、心身とも健康な生活が送れるよう支援します。 

町は、保健活動方針を策定します。なお、災害の程度により必要と認めたときは、保健所、

県の協力を得て、被災者の健康管理活動を行います。 
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町は、県と連携をとり、チームを編成し、被災地区ごと（地区は状況により決定）に協働して

活動します。 

町は、保健所との連携により、町内の精神保健に関するニーズを把握するとともに、被災住

民への身近な精神保健対策を実施します。 

 

１４ 学用品支給計画 

災害により小中学校の児童・生徒が教科書や学用品を失った場合、町は、支給及びあっせん

を行います。 

学校教育班は、関係各班と連絡をとった上で、被災者台帳による被災程度区分に基づいて、

被災児童・生徒と教科書の滅失状況について調査します。 

県本部または県支部から学用品の確保を指示された場合、総務班は、学校教育班と連絡を取

り、指示条件に従って、町地域内または隣接町村において速やかに確保（購入）します。 

教科書や学用品は、それぞれの中学校、小学校が、総務班の要請により配分します。 

□学用品の支給      災害対応マニュアル編 M3-10-10 

◆災害救助法による学用品支給条件     資料編 S3-10-27 

 

１５ 生業資金等貸与計画 

福祉班は、被災者のうち生活困窮者に対する事業資金等の融資を希望する世帯に対して、社

会福祉協議会と協議の上、その世帯の実情に即した資金の申し込みを指導します。また、災害

救助法による生業資金の申し込みについては、社会福祉協議会、民生児童委員等の意見を聞い

て、その順位を決定します。 

 

１６ 被災者の救出及び遺体保護の計画 

被災者の救出及び遺体の捜索は、総務班が県警察等の関係機関と連携し、必要な器具、器材

を借り上げて実施します。直接の救出・捜索活動は、総務班の要請により、消防部員あるいは

奉仕団員が担当します。また、町は、死亡者の迅速かつ効果的な身元確認を支援するため、県

警察に協力します。 

□遺体の保護・処理・埋火葬    災害対応マニュアル編 M3-10-11 

◆災害救助法による被災者救出の実施基準    資料編 S3-10-28 

◆遺体捜索要請時に明示する事項     資料編 S3-10-29 

◆埋火葬の実施の留意点      資料編 S3-10-30 

 

１７ 防疫、清掃計画 

町は、被災地における環境衛生の保全を図るため、排出されたごみ、し尿、がれき等の災害に

より生じた廃棄物（以下「災害廃棄物」）等が円滑かつ迅速に収集・処理されるよう、国が定め

た災害廃棄処理に係る指針に基づき、災害廃棄物処理計画を定めます。この計画では、災害廃棄

物の仮置場の確保や運用方針、一般廃棄物（避難所ごみや仮設トイレのし尿等）の処理を含めた
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災害時の廃棄物の処理体制の確立、民間・周辺の地方公共団体との連携・協力による広域処理を

含めた処分方法の確立と計画的な収集・運搬及び処理等について具体的に示します。加えて、ボ

ランティア、ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合には、社会福祉協議会、Ｎ

ＰＯ等と連携し、作業実施地区や作業内容を調整、分担するなどして、効率的に災害廃棄物等の

搬出を行います。また大規模災害により、町単独での災害廃棄物の処理が困難な場合は、県や国

に代行処理を要請します。 

町は、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、廃棄物処理業者、建設業者等と連携し

た解体体制を整備するとともに、必要に応じて速やかに他の地方公共団体への協力要請を行いま

す。 

ごみ、がれき等の災害廃棄物は、適切な分別の実施により可能な限り再生利用と減量化を図る

とともに、復旧・復興計画を考慮に入れ、計画的に行うなど、環境汚染の未然防止及び住民、作

業者の健康管理のため、適切な措置等を講じます。また、災害廃棄物に関する情報のほか、災害

廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）、災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）、地

域ブロック協議会の取組等に関して、ホームページ等において公開する等周知に努めます。 

防疫は、環境生活班と被災を免れた赤十字奉仕団の団員によって編成される防疫班が実施し

ます。清掃は、環境生活班と奉仕団員によって編成される清掃班が担当し、し尿については、緊

急を要する地区から順次実施し、処理場において適切に処理します。 

また、町は、東海地震に関する警戒宣言が発せられた場合、災害発生後に備えて、清掃並び

に防疫に関し、必要な措置を講じます。 

□防疫・保健衛生対策     災害対応マニュアル編 M3-10-12 

□廃棄物・し尿処理対策    災害対応マニュアル編 M3-10-13 

◆感染症予防委員の選任      資料編 S3-10-31 

◆防疫班の編成        資料編 S3-10-32 

◆鼠族昆虫等の駆除手順      資料編 S3-10-33 

◆消毒方法の基準       資料編 S3-10-34 

◆収集順序決定の留意点      資料編 S3-10-35 

◆仮設トイレの設置手順      資料編 S3-10-36 

 

１８ 防犯対策 

県警察及び町は、東海地震に関する警戒宣言時の交通混雑及び犯罪発生を防止するため、判

定会が招集された旨の通報を受けた場合は、早期に緊急体制を確立し、関係機関との緊密な連

絡のもとに情報の収集に努め、犯罪の予防、混乱の防止、交通の確保等の警備活動を行いま

す。 

 

１９ 災害義援金品募集配分計画 

大野町における義援金品の募集及び配分は、町本部が中心となり、社会福祉協議会、日本赤十

字社、民生児童委員協議会、小中学校生徒、町内会が協力して実施します。募集にあたっては、

被災世帯あるいは被災地域は除きます。義援金品は、町本部が中心になり関係機関各組織が協

力して集積するとともに、おおむね防災会議で定められた基準に従って、できる限り迅速に配
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分します。 

※義援金品の募集は、通常、郡単位で実施します。ただし、隣接町村に全失５０世帯以上の災

害が発生したとき、または、町地域内に全失１０世帯以上の災害が発生したときは、町単独

で募集することができます。 

□義援金品の募集・配分    災害対応マニュアル編 M3-10-14 

◆義援金品の募集配分機関      資料編 S3-10-37 

◆義援金品の配分基準       資料編 S3-10-38 

 

２０ 愛玩動物対策 

町は、日頃から実践的な訓練等を通じて、被災した動物の管理体制の整備に努めるとともに、

獣医師会等の関係団体や動物愛護ボランティア等と協力し、飼い主不明または負傷した愛玩動

物の保護、収容、救援等を行います。 

また、飼い主とともに避難した愛玩動物については、その収容施設を、避難所隣接地に設置す

るとともに、関係団体等と協力し、愛玩動物の適正な飼養の指導等、動物の愛護及び生活環境の

保全に努めます。 

特定動物（クマ、ワニ等の危険な動物）が飼養施設から脱走した場合、町は、飼養者や関係機

関等と連携し、必要な措置を講じます。 

□愛玩動物対策      災害対応マニュアル編 M3-10-15 

 

２１ その他の保護計画 

災害により人命並びに住家が被害を被り、町長が必要と認めた場合は、保護を実施します。 

 

第１１節 公益事業等の対策 
（建設班） 

１ ライフライン対策 

電気、ガス、上下水道等のライフライン施設への被害は、住民の生活に大きな混乱を生じるだ

けでなく、その後の復旧活動や経済活動にも支障を来たします。また、医療活動を実施するため

には、これらの提供は不可欠であり、優先的に供給する必要があります。そのため、事業者間の

広域的な支援体制の実施や復旧予定時期の目安を明示することによる民心の安定、防災関係機関

や医療機関への優先的復旧などを図ります。 

水道、電気、通信に関する事業を営む機関及びその監督指導機関は、東海地震に関する警戒

宣言が発せられた場合、災害応急対策及び住民等の防災行動の円滑な実施を推進するとともに、

地震発生後に備え、迅速な応急復旧等が実施できるように必要な措置を講じます。 

□ライフライン施設の応急対策    災害対応マニュアル編 M3-11-01 
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第１２節 公共施設対策 
（関係各班） 

１ 道路 

道路管理者は、災害発生後、緊急輸送道路を優先し速やかに道路パトロールを行い、道路及

び交通の状況を把握します。町は、県や県警察、他の道路管理者と連携して、道路に関する情

報を的確に把握し、救援・災害復旧体制の早期確立を図ります。 

東海地震に関する警戒宣言が発せられた場合、町は、他の道路管理者と相互に連携し、道路

管理上必要な措置を講じます。また、地震発生後の道路の応急復旧を円滑に実施するため、必

要に応じて、建設業者に対して出動準備態勢をとるように要請するとともに、建設業者、販売

業者等の保有する仮設資材の在庫量を把握する等、資材の調達体制を整えます。また、現地調

査に当たっては自転車やバイク等の多様な移動手段の活用を図ります。 

 

２ 河川 

東海地震に関する警戒宣言が発せられた場合、町は、他の河川管理者と相互に連携し、河川

管理上必要な措置を講じます。また、地震発生後の河川の応急復旧を円滑に実施するため、必

要に応じて、建設業者に対して出動準備態勢をとるように要請するとともに、水防用資器材の

備蓄数量の確認や整備点検を行います。 

 

３ 庁舎等重要公共施設 

災害が発生した場合、町は、必要に応じて、通信施設、公共施設（特に防災活動拠点となる公

共施設）、避難場所に指定されている施設等の緊急点検・巡視等を実施し、当該建物の被災状況

等の把握に努めます。 

また、東海地震に関する警戒宣言が発せられた場合、庁舎等重要な公共施設の管理者は、災

害発生後に応急対策機能を万全に果たすことができるよう、自家発電装置・発電機、無線通信

機器等の通信手段、緊急輸送車両等の整備点検を実施します。また、電算機、複写機、機械室、

その他重要資機材の被災防止措置、飲料水の緊急貯水、出火防止措置、初期消火準備を行いま

す。その他の公共施設の管理者は、必要に応じて、緊急点検、巡視等を実施するほか、施設・

設備の被災防止措置を講じます。また、地震発生後に備え、応急復旧に必要な資機材等を確保

する一方、必要に応じて、工事業者に対して出動準備態勢を整えるよう要請します。 

 

４ 工事中の建築物・施設等 

東海地震に関する警戒宣言が発せられた場合、工事中の建築物・施設等の管理者は、必要に

応じて、工事の中断等の措置を講じます。 

□その他公共施設等対策    災害対応マニュアル編 M3-12-01 
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第１３節 文教対策 
（学校教育班、子育て支援班） 

１ 学校等の休校措置 

大災害が発生した場合や発生が予想される気象条件となった場合、各学校長は、学校教育班

長と協議し、必要に応じて休校措置をとります。休校措置を決定したときは、直ちに町防災行

政無線等によって児童・生徒に周知徹底します。児童・生徒が登校後、休校措置が決定され、

児童・生徒を帰宅させる場合は、注意事項を充分徹底します。低学年児童については、教師が

地区別に付き添って帰宅させます。なお、授業中止による下校指示については、学校周辺の地

理的特性や外部要因を総合的に判断し、下校時の通行の安全性に配慮し、一時的な屋内退避など

を含め決定します。 

また、認定こども園等に関しては、大災害が発生した場合や発生が予想される気象条件となっ

た場合、子育て支援班長と協議し、必要に応じて休園措置をとります。休園が決定したときは、

直ちに町防災行政無線等によって各家庭に周知し、乳児・幼児を直接保護者へ引渡す等必要な措

置をとります。 

 

２ 児童・生徒の安全確保・保護 

災害発生時には、児童・生徒の安全を確保するため、学校の防災組織体制の役割分担により定

められた職員が必要な対策を講じるとともに、適切な学校運営を図ります。 

また、児童・生徒の保健指導を強化し、感染症発生の恐れがある場合、臨時に児童・生徒、幼

児の健康診断を行う等、患者の早期発見と早期処置に努めます。 

文教施設の経営者・管理者は、浸水等の被害を受けた場合には、速やかに清掃を行い、衛生管

理と施設の保全に期するものとします。 

 

３ 応急教育の実施 

災害に伴う被害によって、正規の教育活動等が困難な場合でも、できる限り速やかに応急教育

の実施に努めます。公共交通の状況等によっては、オンライン授業の実施を検討します。また、

応急教育等を実施する場合、給食もできる限り実施するように努めます。 

□町立学校関係の対策     災害対応マニュアル編 M3-13-01 

□学校保健の対策     災害対応マニュアル編 M3-13-02 

◆授業実施のための校舎等施設の確保     資料編 S3-13-01 
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第１４節 道路交通計画 
（総務班、総合政策班、建設班） 

１ 被害状況の把握・情報提供 

町は、災害発生した場合、緊急輸送道路のパトロールを優先的に行うとともに、道路情報ネ

ットワーク等により道路及び交通の状況を把握するものとします。 

また町は、収集した災害発生箇所、内容、通行規制状況、う回路等の情報について、道路情

報板、道路情報ネットワーク等により迅速かつ的確に道路利用者、防災関係機関等に情報提供

を行うものとします。 

 

２ 発見者等の通報 

災害による道路、橋梁等の交通施設（以下「道路施設」という。）の被害等により、通行が危

険であり、または極めて混乱している状態を発見した者は、速やかに警察または町本部に通報し

ます。通報を受けた町本部は、当該路線管理機関または当該地域を所管する警察関係機関に速

やかに通報します。 

 

３ 交通規制の実施 

町は、管理する道路施設に破損、決壊等の被害が発生し、若しくは発生するおそれがあり、

道路施設の保全または交通の危険を防止するため必要があると認められる場合、道路の通行禁

止または制限等の規制を実施します。 

また、町は管理道路のうち、緊急輸送道路に指定される路線において、放置車両や立ち往生

車両等が発生した場合、緊急通行車両の通行を確保するため緊急の必要があるときは、道路管

理者として、運転者等に対し車両の移動等を指示します。また、運転者がいない場合等におい

ては、自ら車両の移動等を行います。さらに、広域的な見地からネットワークとして緊急通行

車両の通行ルートを確保する必要があると、県が判断した場合、県からの指示に従い、車両等

の移動を実施します。 

災害応急対策を実施するために車両を使用するものは、県支部（総務班または警察班）に緊急

通行車両確認証明書及び標章の交付を申し出ます。交付された標章は、車両前面の見やすい箇

所に掲示し、証明書は、当該車両に備え付けます。 

 

４ 報告等 

規制を行った場合、町本部は、県支部土木班に報告するとともに、県支部警察班に通知連絡

します。 

 

５ 交通マネジメント 

国土交通省中部地方整備局岐阜国道事務所は、応急復旧時に、復旧活動、経済活動及び日常

生活への交通混乱の影響を最小限に留めることを目的に、渋滞緩和や交通量抑制などの交通シ

ステムマネジメント及び交通需要マネジメント施策の包括的な検討・調整等を行うため、「岐阜

県災害時交通マネジメント検討会（以下、「検討会」という。）」を組織します。 

県は、町の要請があったとき又は自ら必要と認めたときは、国土交通省中部地方整備局岐阜
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国道事務所に検討会の開催を要請することができます。 

※ 交通システムマネジメント：道路の交通混雑が想定される箇所において実効性を伴う通行抑制や通行制限を

実施することにより、円滑な交通を維持する取組 

※ 交通需要マネジメント：自動車の効率的な利用や公共交通機関への利用転換など、交通行動の変更を促して、

発生交通量の抑制や集中の平準化などの交通需要の調整を行うことにより、道路交通の混雑を緩和していく

取組 

 

 

第１５節 輸送計画 
（総務班） 

１ 輸送種別 

町本部が実施する災害輸送は、道路交通が可能な限り自動車輸送を利用しますが、道路途絶

時は船艇、人力等による適切な方法によって行います。一般交通途絶時で長距離輸送を必要と

し、他に適当な方法がない等の場合は、県支部総務班を通じ、県本部に対して自衛隊（ヘリコプ

ター等）の災害派遣を依頼し、他機関の応援を得て、空中輸送等の方法で実施します。 

 

２ 輸送の確保 

町本部各班は、災害輸送のために自動車、船艇等の借上等が必要な場合、本部連絡員室に輸

送区間または借上期間、輸送量または車両の台数、集合場所及び日時を明示して車両確保（借

上）等の要請を行います。 

車両確保等の要請を受けた本部連絡員室は、総務部に連絡して町本部保有車両の活動状況等

を総合的に掌握し、輸送の効率的な確保方法、輸送の優先順位を決定します。 

また、町は、東海地震に関する警戒宣言が発せられた場合、緊急輸送の実施は必要最小限に

とどめる一方で、災害応急対策実施要員、災害応急対策の実施に必要な物資及び資機材、その

他必要な人員及び物資、緊急輸送手段（車両等）の確保を図ります。 

なお、大規模災害の発生に伴って広域かつ甚大な被害が発生した場合は、国、県（危機管理部、

商工労働部、農政部、県土整備部、都市建築部）、他市町村と連携し活動を行います。 

 

３ 輸送手段の確保方法 

災害輸送のための自動車の確保については、総務部が、①町本部所属車両、②農業協同組合

等公共的団体所有の車両、③民間会社等その他の車両、の順位により借上等を実施します。 

県（危機管理部、商工労働部、農政部、県土整備部、都市建築部）及び町は、被災地内の道路

の交通混乱を避けるため、被災地内の指定避難所等へのアクセス、道路の被害状況、並びに予

想される輸送物資の種類及び量等を勘案し、被災地周辺の公的施設のうちから物資の広域物資

輸送拠点等を確保し、被災地内の道路交通の混乱が解消されるまでの間設置します。 

一般交通途絶等に伴い緊急に空中輸送が必要な場合、町本部各班は、本部連絡員室に輸送条

件を明示して空中輸送の要求を行います。総務部は、本部連絡員室の指示に基づいて、県支部

総務班に県防災ヘリコプターの災害応援または自衛隊による空中輸送を依頼します。ヘリコプ



本編（災害応急対策） 

大野町地域防災計画 

3-29 

ター緊急離着陸場を有する公的施設に物資を搬送し、ここを広域物資輸送拠点等とします。 

車両等による輸送が不可能な場合等については、町本部班員（消防団を含む）、奉仕団等の人

力によって直接輸送を行います。輸送要員の動員等については、それぞれの計画で定めます。 

◆ヘリコプター発着場選定基準      資料編 S3-15-01 

◆ヘリコプター離着陸場の表示      資料編 S3-15-02 

◆発着可能臨時ヘリポート      資料編 S3-15-03 

 

４ 物資の引継ぎ等 

災害輸送にあたっては、輸送責任者を定めて車両等に同乗または同行させる等、的確な輸送

に努めます。また、引継ぎにあたっては、物資等の授受を明らかにします。 

□災害輸送計画      災害対応マニュアル編 M3-15-01 

□防災ヘリコプターの活用計画    災害対応マニュアル編 M3-15-02 

 

第１６節 要配慮者・避難行動要支援者対策 

第１項 在宅の避難行動要支援者対策 
（福祉班、子育て支援班） 

１ 避難行動要支援者への対応 

町は、災害時には、避難行動要支援者本人や避難支援等を実施する者の同意の有無に関わら

ず、避難行動要支援者名簿や個別避難計画を効果的に利用し、避難行動要支援者について避難

支援や迅速な安否確認等が行われるよう努めます。避難誘導、指定避難所等での生活環境、応

急仮設住宅の提供に当たっては、要配慮者に十分配慮し、特に指定避難所等での健康状態の把握、

福祉施設職員等の応援体制の整備、応急仮設住宅への優先的入居、高齢者、障がい者向け応急

仮設住宅の設置等に努めます。また、要配慮者に向けた情報の提供についても、十分配慮しま

す。 

※避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要と認めるときは、本人の同意を得ず、避

難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に対し、名簿を提供することができる。 

◆避難行動要支援者名簿の作成に関する事項    資料編 S3-16-01 

◆在宅の避難行動要支援者対策      資料編 S3-16-02 

 

２ 避難行動要支援者の避難誘導 

町は、消防機関や警察と連携し、予め定めた避難行動要支援者支援計画に従って、地域住民

が避難行動要支援者とともに避難するよう配慮します。住民等は、地域の避難行動要支援者の

避難誘導について、自主防災組織の避難行動要支援者担当班を中心に地域ぐるみで協力支援し

ます。また、町は、避難行動要支援者を支援するため、できるだけきめ細やかな対策を講じま

す。 

３ 避難所における対応 

避難所等においては、要配慮者等が必要とする支援を時系列で把握するとともに、要配慮者
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等のニーズに応じた救援、救護を行います。特に、高齢者、障がい者等の避難行動要支援者の

心身双方の健康状態には特段の配慮を行うとともに、必要に応じて、福祉事業者、手話通訳者、

ＮＰＯ・ボランティア等の協力を得て、ホームヘルパーの派遣、車椅子等の手配等を計画的に実

施します。これらに加えて、必要に応じ、避難行動要支援者、障がい者、人工透析及び難病患

者等の状況に十分に配慮して各種対策を講じます。 

 

４ 福祉避難所等の開設 

避難所において、特に長期避難が必要な事態となった場合、特別の介護を必要とし、一般の

避難者との生活が困難な者に対応するため、各避難所内に避難行動要支援者用区画や避難行動

要支援者向け相談所を設けるとともに、状況に応じて、福祉避難所を開設します。同時に、必

要なスタッフ、ボランティア等生活支援のための人材を確保します。 

指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、指定外の施設についても、災害に対する

安全性を確認の上、管理者の同意を得て避難所として開設します。 

 

５ 要配慮者・避難行動要支援者向け仮設住宅の提供、優先入居 

応急仮設住宅への受け入れにあたっては、要配慮者・避難行動要支援者の優先的入居を行う

等、十分に配慮するとともに、ファックス、伝言板、障がい者仕様トイレ等必要な設備を整備

します。また、避難行動要支援者向けの応急仮設住宅の設置等に努めます。 

□避難行動要支援者対策    災害対応マニュアル編 M3-16-01 

 

 

第２項 社会福祉施設の対策 
（福祉班） 

１ 入所者の保護 

災害の程度、種別等に応じて避難場所を選定しておくとともに、あらかじめ定めた避難誘導

方法等に従って、速やかに入所者の安全を確保します。避難にあたっては、できるだけ施設近

隣住民の協力を求め、迅速な避難に努めます。 

その他の社会福祉施設においては、入所者を安全な場所で一時的に保護する等、実情に応じ

た措置をとります。 

 

２ 負傷者等の救出、応急手当等 

入所者が被災した場合は、負傷者の救出、応急手当等必要な措置をとるとともに、必要に応

じて消防機関に応援を要請します。医療その他の救助を必要とする場合は、町本部、県支部総

務班に連絡・要請します。 

 

３ 施設・設備、施設職員等の確保 

施設管理者は、県、町等の協力を得て、被災した施設・設備の機能回復を図るとともに、入

所可能な場所を応急に確保します。災害により職員に事故があった場合や、入所者数の増加に
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よって職員等のマンパワーが不足する場合は、不足の程度等を把握した上で、町本部、県支部

総務班に連絡して応援を要請します。 

 

４ 食料や生活必需物資の確保 

入所施設においては、食料や生活必需物資に不足が生じた場合、買い出し等により速やかに

確保し、入所者の日常生活の維持に努めます。食料・物資等が確保できない時は、不足が予想

される物資等の内容や程度を把握した上で、町本部、県支部総務班に連絡して支援を要請しま

す。 

 

５ 健康管理、メンタルケア 

入所者だけでなく、施設職員等の健康管理（特にメンタルケア）にも十分配意します。 

 

６ 被災者の受入れ(二次避難所) 

被災を免れた施設や被災地に隣接する地域の施設では、入所者の処遇を確保した後、余裕ス

ペース等を活用して一定程度の被災者の受入れを行います。被災者の受入れにあたっては、要

介護者等、援護の必要性の高い者を優先します。 

 

 

第３項 その他の対策 
（総務班） 

１ 帰宅困難者対策 

町は、大規模災害に伴って帰宅困難者が発生する可能性がある場合、「むやみに移動を開始し

ない」という基本原則の広報に努め、一斉帰宅の抑制を図るとともに、必要に応じて、一時滞在

施設の確保や避難所の設置、避難所への誘導、情報提供等の支援対策を講じます。 

 

２ 外国人対策 

避難所等で必要な場合は、財団法人岐阜県国際交流センター等の協力を得て通訳ボランティ

アを手配します。通訳ボランティアは、負傷者の応急手当等の際の通訳や町が実施する各種応

急対策の内容の説明、その他被災外国人の意思の伝達を支援します。 

また、県と連携し、テレビ・ラジオ等の外国語放送や多言語によるインターネットなどを通し

た正確な情報を伝達するなど、外国人に対し、避難所や物資支給等の必要な情報が欠如、混乱す

ることがないよう努めます。 
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第１７節 原子力災害対策 
（総務班、総合政策班、環境生活班、保健センター班） 

１ 迅速な災害応急活動体制の確立 

町は、原子力災害が発生した場合、速やかに職員の非常招集、情報収集連絡体制の確立、災

害対策本部の設置等必要な体制をとり、県と緊密な連携を図りながら状況把握に努めます。応

急対策を実施する場合は、国・県等から派遣された専門家の技術的助言を踏まえて行います。

町長は、応急措置実施のために必要であると判断した場合は、県知事に対し、自衛隊の派遣要

請をするよう求めます。なお、新型コロナウイルス感染症対策については、県の定める「原子力

災害時における新型コロナウイルス感染症対策要領」等に基づき実施します。 

 

２ 防災業務関係者の安全確保 

町は、被ばく又は汚染の可能性のある環境下で活動が必要となった場合、災害対策本部等と

現場指揮者等との連携を密にし、防災業務関係者の適切な被ばく管理を行います。被ばく管理

にあたっては、担当要員を置くとともに、国の緊急時医療本部及び高度被ばく医療支援センタ

ーの専門派遣チームと緊密に連携します。また、被ばくの可能性がある環境下で活動する防災

業務関係者に対しては、必要に応じ、防護服、防護マスク、線量計等の装着、安定ヨウ素剤の

整備等、必要な措置を指示します。活動の際に用いる防護資機材が不足する可能性がある場合

は、県に対して、防災資機材の調達を要請します。 

 

３ 緊急時モニタリング、避難退域時検査、緊急輸送等の活動の支援 

町は、県、国、関係機関等が実施する緊急時モニタリングが円滑に行われるよう、必要な情報

の提供、要員の移送手段の提供等に協力します。また、安定ヨウ素剤の配布・服用指示、避難退

域時検査等、原子力災害医療活動が円滑にできるよう、協力体制の整備に努めます。 

また、原子力災害時の避難者、専門家、モニタリング要員、原子力災害医療活動要員、必須の

資機材や飲食物の搬送等を円滑に実施するため、町、国、県、消防機関、その他防災関係機関は、

緊急輸送ならびにその支援のための活動を行います。町は、県や関係機関と連携するとともに、

輸送の優先順位、乗員及び輸送手段の確保状況、交通の混雑状況等を勘案し、円滑に緊急輸送活

動を実施します。 

 

４ 交通の確保対策の実施 

町は、把握した被災状況等に基づき、町が管理する道路について、公安委員会及び県警察と

連携して通行禁止等必要な措置をとります。 

 

５ 原子力災害時の屋内退避・避難 

町は、県と連携し、緊急時モニタリング結果、指針の指標（計測可能な判断基準：OIL）、及

び原子力施設の状況等を踏まえた国の判断、指示に基づき、屋内退避、避難等の防護活動を行う

ことを基本とします。 

ただし、国からの指示がない場合であっても、県が初動時の速やかな対応が必要と判断した場

合、町は、県の指示に基づき、初動時の予防的対応（屋内退避等）を行います。 
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住民等の避難が必要となった場合、広域避難方針に基づき、連携して受入市町村の候補を選

定し、当該受入市町村と調整を図ったうえで避難先を決定します。また、県外への避難が必要

となった場合には、広域避難方針に基づき対応するとともに、中部９県１市相互応援協定、県

外都市との災害時相互応援協定等を活用する他、国・県等に対し支援を要請し、避難先を決定

します。避難は、自家用車等による避難を原則とします。自家用車等による避難が困難な場合

は、町等が所有する車両や町・県が支援要請した公共輸送機関で避難します。町は、県と協力

し、住民等に対し、避難先、避難経由所、避難経路等を周知のうえ、避難誘導を実施するととも

に、戸別訪問、避難所における確認等の方法により住民等の避難状況を確認します。庁舎が避

難対象地域に含まれる場合は、受入市町村の協力により、行政拠点の緊急的な移転場所を受入

市町村内に開設します。また、安定ヨウ素剤が避難に当たって必要となる場合は、県との連携

のもと、原子力災害対策指針等を踏まえ、避難者に対して安定ヨウ素剤の服用の効果、服用対

象者、禁止事項等について説明するとともに、安定ヨウ素剤の配布準備を行います。 

県は、避難退域時検査場所の所在、災害の概要、その他避難に役立つ情報の提供を行いま

す。 

◆原子力災害対策指針の指標      資料編 S3-17-02 

◆国の原子力災害対策本部による避難の判断の流れ   資料編 S3-17-03 

 

６ 安定ヨウ素剤の配布及び服用 

緊急時における住民等への安定ヨウ素剤の配布及び服用については、原則として、国が原子力

施設の状況や緊急時モニタリング結果等を勘案し、避難と併せた防護措置として、その必要性を

判断し、国の原子力災害対策本部又は地方公共団体が指示することとされています。 

国の原子力災害対策本部の指示に基づき、県から町に対し、安定ヨウ素剤の配布及び服用の指

示があった場合は、住民等に対し、原則として医師の関与のもとで、配布・服用を支持します。 

なお、安定ヨウ素剤の服用の対象年齢、事前配布の要否、医療従事者立会いの考え方について

は、「安定ヨウ素剤の配布・服用に当たって」（原子力規制庁 令和 3 年 7 月 21 日一部改正）に

よるものとします。 

 

７ 放射性物質による汚染除去及び飲食物摂取制限等 

町は、原子力災害対策指針（OIL）の指標の値や食品衛生法上の基準等を踏まえた国・県の指

導・助言に基づき、汚染水源の使用禁止、汚染飲食物の摂取制限・禁止等、必要な措置を講じ

ます。また、県から農林畜水産物等の採取及び出荷制限措置があった場合は協力するとともに、

その内容について、生産者及び住民等への周知徹底・注意喚起に努めます。飲食物の摂取制

限・禁止措置が実施され、各家庭の備蓄食品・飲料水等だけでは不足すると判断される場合は、

応急措置を講じ、関係住民に食料の提供や給水を行います。 

 
８ 災害情報等の提供、広報 

広報にあたっては、周辺住民のニーズを十分に把握するとともに、要配慮者や一時滞在者等

に配慮して実施します。広報車、防災行政無線、Ｌアラート（災害情報共有システム）、インタ

ーネット等のあらゆる情報伝達手段を複合的に活用し、原子力災害の状況（事故の状況や緊急時

モニタリング結果等）、避難情報、緊急時の留意事項、安否情報、医療機関などの情報、農林畜

水産物の安全性の確認の状況、各機関が講じている施策に関する情報、交通規制等、住民等に



本編（災害応急対策） 

大野町地域防災計画 

3-34 

役立つ正確かつきめ細かな情報を適切に提供します。 

また、放射性物質や放射線の影響は五感に感じられない等、原子力災害の特殊性を勘案して

迅速かつ的確な情報提供・広報を行うことにより、住民等の心理的動揺や混乱、異常事態によ

る影響を軽減するとともに、流言飛語を防止します。 

情報提供にあたっては、国や県と連携し、情報の発信元を明確にするとともに、情報の一元

化を図ります。専門用語や曖昧表現は避け、住民等が理解しやすい広報に配慮するとともに、

利用可能な様々な情報伝達手段を活用して定期的に繰り返し情報提供を行い、情報の空白時間

がないように努めます。また、速やかな情報提供に努め、得られている情報と得られていない

情報を明確に区別して説明します。 

 

９ 各種相談の実施 

町は、原子力災害等に関する多様な照会や相談に対応するため、「災害関連総合相談窓口」を

設置して人員を配置するとともに、災害広報部門と連携して、効果的な情報提供、相談業務等

に努めます。 

 

１０ 町内における核燃料物質等の運搬中の事故への対応 

輸送に係る事業者等は、核燃料物質等の運搬中の事故が発生した場合は、速やかに県に通報し

ます。県は、その内容を大野町等、関係機関に通知します。また、当該事故に伴い特定事象に該

当するに至った場合、輸送に係る事業者等の防災管理者は、特定事象発見後又は発見の通報を受

けた後、直ちにその旨を国、県、事故発生場所を管轄する市町村、警察、消防機関など関係機関

に文書により通報し、主要な機関に対してはその着信を確認します。加えて、輸送に係る事業者

等は、直ちに、携行した防災資機材を用いて立入制限区域の設定、汚染・漏えいの拡大防止対策、

遮へい対策、モニタリング、消火・延焼の防止、救出、避難等の危険時の措置を的確かつ迅速に

行うことにより、原子力災害の発生の防止を図るものとし、さらに、直ちに必要な要員を現場に

派遣するとともに、必要に応じ、他の原子力事業者に要員及び資機材の派遣要請を行います。 

町は、県と相互に協力して事故の状況把握に努めるとともに、国の主体的な指導のもと、関係

機関と連携して、事故現場周辺の住民等の避難の指示等必要な措置を講じます。 

事故の通報を受けた最寄りの警察機関は、事故の状況把握に努めるとともに、事故の状況に応

じて、警察職員の安全確保を図りながら、輸送に係る事業者等と協力して、人命救助、避難誘導、

交通規制等必要な措置を実施します。 

事故の通報を受けた最寄りの消防機関は、直ちにその旨を県に報告するとともに、事故の状況

の把握に努め、その状況に応じて、消防職員の安全確保を図りながら、輸送に係る事業者等と協

力して、火災の消火、救助、救急等必要な措置を実施します。 


